
21世紀を切り開くディジタル映像コミュニケーション

業務用大型映像システム

"用途別動向について-
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高知県警察本部交通管制セ

ンタ納め24面マルチディ

スプレイ

高知県内の道路状況を横

6mX縦3mの大型スクリーン

に表示し,24時間監視業務

を行っている｡道路に設置さ

れたカメラからのリアルタイ

ム映像をスクリーンの任意の

位置に表示できるなど,マル

チメディア対応の機能を備え

ている｡

業務用大型映像システムは,新しい表示デバイスの開発とマルチメディア技術の普及に伴い,大きく変わろうとしている｡

CRT(Cathode RayTube)方式に代わり,LCD(Liqujd CrystalDisplay)やDLP(DigitalLight Processing)=三り,PDP(Plasma

Di叫ayPanel)などの新しいデバイスによる表示装置が主流となり,CRTプロジ工クタは,｢超高精細･高画質+が要求される

ハイビジョン表示や広報用マルチビジョンなど,限定された用途の表示装置になりつつある｡パソコンの普及に伴い,表示す

る内容も従来のVTRやカメラなどのビデオ映像から,パソコンのブラウザ画面やプレゼンテーション画面を表示する状況が増

えている｡そのため,CRT方式に代わり,焼きつきがなく,画面の周辺フォーカスが優れている点で,LCDやDLP方式が評価

されている｡

日立製作所は,さまざまな用途に応じたLCDやDLP方式のプロジェクタを開発し,アプリケーションを含めたシステム製品

を展開している｡

はじめに

大画面表示装置を中心とした業務用映像システムが定

着してから,およそ20年が経過した｡その間,表示装置

は,CRT方式により,｢高輝度化･高精細化･大画面

化+と,基本件能について目覚ましい進歩を遂げた｡さ

らに,この数年間の新しいデバイスの出現により,いっ

そうの進化を迎えようとしている｡

業務用映像システムに求められる用途別のニーズを表

1に示す｡

ここでは,変わりつつある業務用大型映像システムの

用途別動向について述べる｡

※)DLPは,米国TexasInstruments.Inc.の登録商標である｡
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表1業務用映像システムの用途別ニーズ

このシステムは,会議,教育など広範なニーズに対応できる｡

会 議

●小人数会議用途ではコンパクト モバイリ

ティかつ低価格な機器

●会議室,大ホール用途では通常のオフィス照
度(1,0001×程度)で映写可能な大スクリーン

高輝度システム

教 育
●ネットワーク化に伴う情朝機器の導入では,
先生､生徒に扱いやすい親和性のあるシス

テム

監視･制御
●選択した情報を大画面上に,任意の位置に表
示可能で,かつランニングコストの低いシス

テム

広報･宣伝･ ●時々刻々と変化する情幸馴二追随し,かつアピ
環境 -ルカのあるシステム

会議用途での映像システム

現在,会議室やホールでの大画面映像システムの_1三流

は,LCD(Liqtlid CrystalDisplay)投射方式である｡

LCD投射方式のフロントプロジェクタは,2,000～3,000

1mの高輝度タイプと,1,0001m以下の超軽量タイプが流

通し,プロジェクタビジネスのボリュームゾーンを形成

している｡

このLCD投射方式に対抗して,最近は,DLP(Digital

Light Processing)投射方式が自由しつつある｡これに

は,3チップ方式で3,000～12,0001mの高輝度･超高輝度

タイプと,1チップ〟式で1,0001m以下の軽:最′ト型タイプ

がある｡しかし,現在のプロジュクタビジネスのボリュ

ームゾーンである2,0001mレベルでは後発であるため,

製品シェアでは主流となっていない状況にある｡ただし,

5,0001m以上の高輝度タイプ,特に10,0001mを超える輝

度では,DLPプロジェクタが高いシェアを確保している｡

今後進展が予想されるシネマコンプレックスなど新機軸

の映画館では,DLPが現状では最も適しているプロジュ

クタとして各種実験公開に利用されている｡

教育用途での映像システム

文部省･通商産業省･郵政省･自治省ほかの例係機関

によって発足したバーチャルエージェンシー｢教育の情報

化プロジェクト+は,2000年7月にプロジェクトの概要を

公表した｡

これらによると,｢教育の情報化+の目的は,情報教育

を目指しているのではなく,一一歩進んだ｢各教科+授業を

情報技術を使って｢わかりやすい+ものにすることであl),

この目的を具現化するために,全国の小･中･高等学校
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図170型タッチパネルディスプレイ

液晶リアプロジ工クタにデジクイズ機能を搭載した新機首巨ディ

スプレイである｡

の普通教室(全国で約48ガ教卒)にパソコン2台とプロ

ジュクタ1台を配備する事業の推進を図っている｡

日立製作所は,普通教室向け映像システムとして,以

下のシステムを製品化した｡児童や生徒にとって｢わか

りやすい+授業を進めるため,かつ先生にとって｢使いや

すい+システムを実現することに重点を置いて,｢キーボ

ードレス+で｢マウスレス+のシステムとした｡また,パソ

コンで動画を扱うためにシーン検出機能を備えた

"FLEXMOVIE■'を標準装備し,初等教育に適したシス

テムとしている｡

(1)タッチパネルパソコン十軽量フロントプロジュクタ

(2)タッチパネルパソコン＋パソコン対応リアプロジェ

クタ

(3)パソコン内蔵大型タッチパネルディスプレイ

.卜述の(1)は全システムが可搬型であり,(3)は全シス

テムが固定型,(2)はコントローラ部が可搬であF),表

示部固定型である｡当面は,コストパフォーマンスの点

から,(1)と(2)のシステムが普及するものと考える｡(3)

のシステムは,大学や高等学校のグループコラボレー

ションに使用される傾向にある｡(3)の70型タッチパネ

ルディスプレイの外観を図1に示す｡

監視･制御用途での映像システム

4.1監視･制御システムのマルチメディア対応

通イ言･コンピュータ技術の急速な進化により,監視･

制御システムは,マルチメディア対応システムl〉へと変わ

りつつある(図2参照)｡

1990年代から,プロジュクタの高精細化により,グラ



業務用大型映像システム 701

磁

マルチメディア技術
を応用した監視･制

御システム

高速･広域

通信網
高速LAN

MPEG-4などの

動画圧縮榔荷

HTMLなどの

記述言語

注:略語説明 HTML(HypertextMarkupLanguage)

図2 マルチメディア対応を支えるインフラストラクチャー
と技術

ネットワーク,コンピュータ,画像処理技術の普及により,マ

ルチメディアは監視分野ても基本技術になりつつある｡

固定表示盤

(グラフィックパネル)

表示情報量:小

情報メンテナンス:難

情報汎用性ン+､

ランニンクコスト:小

1980年代

可変表示盤

(マルチスクリーン

＋

専用表示ワーク

ステーション)

表示情報量:大

情報メンテナンス:易

情報汎用性:小

ランニングコスト:大

1990年代

可変表示盤

(マルチスクリーン
＋

汎用表示サーバ)

表示情報量二大

情報メンテナンス:易

情報汎用性:大

ランニンクコスト:小

2000年代

図3 表示盤の変遷

表示盤もコンピュータの進化とともに構成が変化しており,今

後は可変表示盤が主流になると予想される｡

フィツクパネルなどを使fHした従来型の出走表示盤での

内容が表示できるようになを),機能面では,現在,プロ

ジュク夕方式による可変表示盤が優位となっている(図3

参照)｡

監視用衣ホ画面のマルチメディア対応に伴い,表示画

面の生成は,従来の表示専用端末から表示用汎用サーバ

とブラウザの組合せに移行していくものと予想する｡ブ

ラウザでの監視によむ),ネットワーク上のどの地点から

でも監視作業が行えるようになる｡例えば,全国各地で

行っている,道路や通信などの公共インフラストラクチャ

ーの広域監視を1か所に集約することも可能となる｡今

後,MPEG(M()Ving Picture Expert Group)などの高効

率動画圧縮技術の進歩とCPU(CentralProcessingUnit)

の高速化により,映像情報がこのような監視に積極的に

l
【

あ

第1世代

(CRT初期)

･高輝度化

･高解像度対応

●大型化

第2世代 第3世代

l
(CRT後期) (LCD)

･焼きつき綬和

･地磁気フリー

･フラット化

･広視野角

●メンテナンス ･低ランニング
フリー コスト

図4 大型表示装置の課題

LCDの高精細,高輝度化に伴い,表示装置はCRTからLCDなど

に変わりつつある｡

組み込まれるようになり,併せて,固定表示盤から吋変

表示盤へのリプレースが急速に進むものと考える｡

4.2 表示装置の動向

監祝･制御システムのマルチメディア対応により,表

示する情報量は格段に増える｡この動向に対し,H末製

作所は,以■lTのようなさまざまの課題を解決してきた

(図4参只弔)｡

(1)大型高精細画面の構築手法としていち早く｢マルチ

スクリーン方式+を開発し,製品化した｡この方式は,

現在の大型可変表示盤の標準方式となっている｡マルチ

スクリーン方式において重要な性能は画■血の均一性であ

り,電気的･光学的補正を組み合わせることにより,マ

ルチスクリーンを意識させない大型スクリーンを実現し

ている｡

(2)LCD‾方式により,長年の課題であった｢焼きつき+の

ない表示装置を実現した｡

今後の技術的課題は,いっそうの薄型化と省電力を含

めたランニングコストの低減,広視野角化,さらに,ウイ

ンドウ表ホヤ拡人表示などの画像処理機能の充実である｡

広報･宣伝･環境映像用途での

映像システム

この分野で使われる映像システムでは,設置される環

境によって輝度に対する要求性能が異なる｡従来,屋外

設吊の表示装置では,LED(Light Emitting Diode)方式

が主流であった｡これに対して,口立製作所は,LCDプ

ロジェクタとホログラムスクリーン(40刑,60型)の組合

せによる表示装置▲`SelecTop Glass''コ'を製品化した｡こ

れにより,エントランスや店頭でのマルチメディアを

使った広報･宣伝システムが容易に実現できる〔図5(a)

参照〕｡

また,屋内設置の広報･宣伝月1表示装置では,民生川
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(a)"selecTopGlass”

(b)"selecTopM山ti”
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図5 最近の広報用映像システム

LCDをキーデバイスとしたさまざまな表示装置が,広朝用とし

て活用されている｡

テレビとCRTフナ式マルチスクリーンが現在でも主流であ

る｡これも,将来的には,省スペースやコンテンツ(情

報内容)のディジタル化に対応するために,LCDやDLP

方式に移行していくものと予想する｡

日立製作所は,薄型大画面を実現するために,14.1型

S-TFT(SuperThin Film Transist()r)LCDを4面組み合

わせたマルチ表示装置とコンテンツ制御ソフトウェアを

開発し,製品化した〔図5(b)参照〕｡

PDPの応用例として,株式会社日立情報ネットワーク

が開発したディジタル絵画システム``Kaleid Art(カレイ

ドアート)”を図6に示す｡Kaleid Artは,世界の名画や

CG(ComputerGraphics)アートなどディジタル画像処理

技術を駆使した,アメニティ空間の創出をコンセプトと

する新機軸の製品である｡

おわりに

ここでは,業務用大判映像システムの用途別動向につ

いて述べた｡

今後の映像システムの課題は,｢マルチメディア技術

を活用したサービス機能の付加+と,｢普及のための環境

への配慮(省スペース,省電力)+と考える｡したがって,

30

図6 ディジタル絵画

システム"KaleidAげ'

PDPを応用した｢電子

美術館+システムを示す｡

画像処理技術とデザイン

が融合した新タイプの製

品である｡

ハードウェア製品の技術開発にとどまらず,"SelecTop

Glass”や"Kaleid Art”のような,新しいサービスを考慮

した製占占を展開していく考えである｡
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